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2021 年 11 月 12 日 
電通ジャパンネットワーク 

社長執行役員（CEO） 五十嵐 博 
 

電通ジャパンネットワーク、2022年度から新業務執行体制で 
電通グループの国内事業を主導 

 
電通グループの国内事業を統括・支援する電通ジャパンネットワーク（株式会社電通グループの社内カ

ンパニー、以下「DJN」※1）は、2022 年度（2022年 1月 1日～12月 31 日）の業務執行体制を決定しま
したので、下記のとおりお知らせします。 

DJNはこの新体制により、顧客企業と社会の持続的成長にコミットする「Integrated Growth Partner
（インテグレーテッド・グロース・パートナー、以下 IGP）※2」への進化を目的とした国内事業の構造改
革を加速していきます。同改革の柱の１つとして掲げる「ビジネスフォーメーションの変革」※3において
は、４つの事業領域（AX、BX、CX、DX）への変革と組織の最適化を加速し、持続的な成長を実現してい
きます。 

 
      ■ 2022年度の業務執行体制について 
 

（１）DJNの執行役員の選任について 
DJNの執行役員 7 名全員は、2021 年 12月 31 日をもって任期満了となるため、2022 年 1 月 1 日付

で以下の執行役員を選任します。 
 

   執行役員 13 名（社長 1名、その他の執行役員 12 名）（2022 年 1 月 1日付） 
 役 職 氏 名       現 職 
※ 社長執行役員（CEO） 榑谷 典洋        ㈱電通 取締役副社長執行役員 
※ 執行役員 社長補佐 綿引 義昌 電通ジャパンネットワーク 執行役員 
※ 執行役員 社長補佐 徳山 日出男 ㈱電通 執行役員 
 執行役員  山口 修治 電通ジャパンネットワーク 執行役員 
※ 執行役員   佐野 傑 ㈱電通 執行役員 

※ 執行役員  中津 久美子 
㈱電通デジタル  
シニア・エグゼクティブ・ディレクター 

※ 執行役員  岩本 浩久 ㈱電通国際情報サービス 常務執行役員 
 執行役員 千野 博 電通ジャパンネットワーク 執行役員 
※ 執行役員 林 信貴 ㈱電通 執行役員 
 執行役員  石田 茂 電通ジャパンネットワーク 執行役員 
 執行役員 樋口 景一 電通ジャパンネットワーク 執行役員 
※ 執行役員  北風 祐子 ㈱電通 第４CRプランニング局 MD 
※ 執行役員  上原 伸夫 ㈱電通国際情報サービス 顧問 

※は役職の変更、または電通ジャパンネットワークの執行役員としての新任。 
＜備考＞ 
· 任期は、2022年 1月 1日から同年 12月 31日までの 1年間とします。 
· ㈱電通国際情報サービスの岩本 浩久は現職を 2022 年度も継続予定、上原 伸夫は現職を 2021 年 12 月 31日付で退任予定です。 
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（２）執行役員の退任について 

 
退任する執行役員は以下の 2名です。（2021年 12月 31 日付） 

氏 名 現 職 
五十嵐 博 社長執行役員（CEO） 
大久保 裕一 執行役員 

 
 
 
 
【DJN 社長執行役員（CEO）の略歴等について】 
榑谷 典洋（くれたに・のりひろ）（現 (株)電通 取締役副社長執行役員） 
・生年月日：1965 年 12月 3日 
・出身地：香川県 
・就任予定日：2022年 1月 1日 
・略歴： 

1988年 4 月 (株)電通 入社  
2016年 7 月 同 デジタルプラットフォームセンター局長  
2017年 1 月 同 執行役員 兼 (株)電通デジタル 代表取締役 CEO 
2020 年 1 月 同 取締役副社長執行役員（現任） 

榑谷典洋は、2022 年 1月 1日付で、DJNの中核企業で、(株)電通グループの連結子会社である(株)電
通の代表取締役社長執行役員にも就任します。 
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（３）電通ジャパンネットワーク・ボード（DJNボード）のボードメンバーの選任について 

 
(株)電通グループの取締役会およびグループ経営会議からの委譲を受け、取締役会およびグループ

経営会議決議事項以外の(株)電通グループの国内事業に関する重要事項の審議、国内事業の経営課題
の認識、国内事業の経営計画を策定する会議体として「DJNボード」を設置しています。 
現在のボードメンバー12名全員は、2021 年 12月 31 日をもって任期満了となるため、2022 年 1 月

1 日付で以下の 10 名のメンバーを選任します。 
 

ボードメンバー10名（議長 1名、その他のメンバー9名）（2022年 1月 1日付） 
 氏 名 役 職（2022 年 1月 1日付） 

議長 五十嵐 博 ㈱電通グループ 代表取締役社長執行役員（CEO） 
 榑谷 典洋        電通ジャパンネットワーク 社長執行役員（CEO） 
 綿引 義昌 電通ジャパンネットワーク 執行役員 社長補佐 
 千野 博 電通ジャパンネットワーク 執行役員 
※ 平手 晴彦 ㈱電通グループ 副社長執行役員 
※ 高橋 惣一 ㈱電通グループ 執行役員 
 名和 亮一 ㈱電通国際情報サービス 代表取締役社長執行役員 
 宇佐美 進典 ㈱CARTA HOLDINGS 代表取締役会長 
 佐藤 光紀 ㈱セプテーニ・ホールディングス 代表取締役 グループ社長執行役員  
※ 遠谷 信幸 ㈱電通コーポレートワン 代表取締役社長執行役員 

※は DJNボードメンバーとしての新任。 
＜備考＞ 
· 任期は、2022年 1月 1日から同年 12月 31日までの 1年間とします。 

 
 

 
（４）電通ジャパンネットワーク・ボード（DJNボード）のボードメンバーの退任について 

 
退任するボードメンバーは以下の 5 名です。(2021 年 12月 31 日付) 
   氏 名   現 職 
桜井 俊 ㈱電通グループ 代表取締役副社長執行役員 
大久保 裕一 電通ジャパンネットワーク 執行役員 
松尾 秀美 ㈱電通 執行役員 
山口 修治 電通ジャパンネットワーク 執行役員  
林 信貴 電通ジャパンネットワーク 執行役員 
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（5）新役職「グロース・オフィサー」の設置について 
電通ジャパンネットワークは IGP への進化を加速するため、電通ジャパンネットワークにおける成

功事例の創出を先導する新役職としてグロース・オフィサー（Growth Officer）を設置します。 
 
2022 年度（2022 年 1 月 1 日～12 月 31 日）においては、以下の 6 名をグロース・オフィサーとし

て選任します。 
 

氏 名 現 職 

広瀬 哲治 ㈱電通 執行役員 
吉崎 圭一 ㈱電通 執行役員・PEP 
澤本 嘉光 ㈱電通 SPEP 

高崎 卓馬 ㈱電通 EP 
西田 新吾 ㈱電通 EP 
三島 邦彦 ㈱電通 第９BP局 MD 

＜備考＞ 

・グロース・オフィサーの役職は委託契約として、その任期は 1年間とします。 
 
 
※１：電通ジャパンネットワークは、株式会社電通グループの社内カンパニーであると同時に、国内の電通グループ約

130 社で構成されるネットワークそのものを指します。 
https://www.japan.dentsu.com/jp/about.html 

※2：「国内事業の構造改革」の詳細は、2021年2月15日付けのリリース「国内事業における構造改革の実施および費用
計上の見込みに関するお知らせ」をご参照ください。 
https://www.group.dentsu.com/jp/news/release/000383.html 

※３：「ビジネスフォーメーションの変革」 
広告やマーケティングを超えたより広い領域から顧客企業の成長をサポートし、社会全体の成長に貢献する統合的
ソリューション「Integrated Growth Solutions（インテグレーテッド・グロース・ソリューション）」を、最高品質
かつ最も効率的なバリューチェーンで顧客企業へ提供するため、DJNの事業領域を４つの事業領域（AX、BX、CX、
DX）へと変革します。この変革で実現する各領域の専門サービスと、領域を横断する高度なサービスにより、顧客
企業の事業に変革と成長のサイクルをもたらします。 
 

<国内事業の変革と成長モデル> 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

https://www.japan.dentsu.com/jp/about.html
https://www.group.dentsu.com/jp/news/release/000383.html
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 また、この４つの事業領域が生み出す価値を高め、個社の力を最大化しながら DJN としての競争力を強化して
いくために、国内事業を構成する DJN各社の機能を、専門領域やシナジー創出の観点からグルーピングし、バーチ
ャル組織の設置も含めて、最適化すべく、既に各種施策を実施または実施の決定をしています。 

    
 

AX（Advertising Transformation）領域：広告の高度化・効率化を実現する広告宣伝変革領域 
BX（Business Transformation）領域：顧客企業の事業変革を実現するビジネス変革領域 
CX（Customer Experience Transformation）領域：最適な顧客体験をデザインし、実現するカスタマーエクスペ

リエンス変革領域 
DX（Digital Transformation）領域：マーケティング基盤の変革を実現するデジタル変革領域 
・各領域の具体的なサービスメニューは当サイトをご参照下さい。 
  https://www.japan.dentsu.com/jp/servicemenu.html 
 

以 上 
 
 

【本件に関する問い合わせ先】 
株式会社電通グループ グループコーポレートコミュニケーションオフィス 

       TEL：03-6217-6601   Email：group-cc@dentsu-group.com 

株式会社電通グループでは、新型コロナウイルス対策の一環として、現在リモートワークを実施しておりますので、 
同期間のお問い合わせは、Eメールにてお願いいたします。 

 

https://www.japan.dentsu.com/jp/servicemenu.html
mailto:group-cc@dentsu-group.com

